
 

貸 借 対 照 表 

（2023年３月31日現在） 

                                           アズフィット株式会社 

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 6,406,684,808 流 動 負 債 4,811,484,520 

現 金 及 び 預 金 1,065,581,171 支 払 手 形 3,204,850 

受 取 手 形 177,940,729 買 掛 金 2,374,698,010 

売 掛 金 1,493,422,242 短 期 借 入 金 200,000,000 

商 品 880,987,398 １年内返済予定の長期借入金  1,820,000,000 

代理人取引に係る資産 179,898,106 未 払 金 6,924,187 

前 渡 金 233,020 未 払 費 用 254,533,238 

仕 入 値 引 未 収 入 金 354,313,607 未 払 法 人 税 等 107,186,100 

前 払 費 用 6,782,112    預 り 金 2,910,332 

そ の 他 2,247,530,341 賞 与 引 当 金 35,549,482 

貸 倒 引 当 金 △ 3,918   リ ー ス 債 務 6,410,413 

固 定 資 産 2,469,893,228 そ の 他 67,908 

有 形 固 定 資 産 1,229,221,151 固 定 負 債 337,887,406 

建 物 266,157,683    長 期 借 入 金 - 

構 築 物 3,010,244 繰 延 税 金 負 債 242,538,477 

機 械 装 置 1,550,076 退 職 給 付 引 当 金 77,785,519 

車 両 運 搬 具 4,328,126 リ ー ス 債 務 7,868,410 

器 具 備 品 9,260,926 資 産 除 去 債 務 9,695,000 

 土 地 932,461,584 負 債 合 計 5,149,371,926 

有 形 リ ー ス 資 産 12,452,512 純 資 産 の 部 

無 形 固 定 資 産 77,574,517 株 主 資 本 3,217,870,995 

商 標 権 211,366 資 本 金 100,000,000 

電 話 加 入 権 8,149,028 資 本 剰 余 金 3,462,148,252 

ソ フ ト ウ ェ ア 69,214,123 資 本 準 備 金 100,000,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,163,097,560 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,362,148,252 

投 資 有 価 証 券 1,050,231,469 利 益 剰 余 金 △ 344,277,257 

関 係 会 社 株 式 26,700,000 利 益 準 備 金 7,500,000 

出 資 金 1,080,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 351,777,257 

破 産 更 生 債 権 等 11,968 別 途 積 立 金 132,000,000 

長 期 前 払 費 用 663,624 配 当 積 立 金 6,000,000 

長 期 差 入 保 証 金 78,122,467 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 489,777,257 

保 険 積 立 金 6,000,000 評 価 ・ 換 算 差 額 等 509,335,115 

そ の 他 300,000 その他有価証券評価差額金 509,335,115 

貸 倒 引 当 金 △ 11,968 純 資 産 合 計 3,727,206,110 

資 産 合 計 8,876,578,036 負 債 純 資 産 合 計 8,876,578,036 



 

個 別 注 記 表 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券  

時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法にて算定）によっておりま

す。 

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 

(2) たな卸資産 

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 （リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物につい

ては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物    ７～26年      構築物   ７～40年 

 機械装置  12年        車両運搬具   ４年 

 器具備品  5～20年 

(2) 無形固定資産 

 （リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成21年２月28日以前のリース取引および個々のリース資産に重要

性が乏しいと認められるリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に

基づき計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。 

 

 



  

５．収益及び費用の認識基準 

当社は、家庭紙、消耗雑貨など多岐にわたる商品を取り扱っていますが、本人として行う商品の販売について

は、受渡時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得、履行義務（商品の受渡）が充足されると判断し、

収益を認識しています。当社が代理人として行う商品の販売についても、受渡時点において、顧客が当該商品に

対する支配を獲得、履行義務（商品の受渡に関する手配）が充足されると判断し、収益を認識しています。ま

た、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引、リベート等を控除した金額で測定しております。 

 

 
 

６．消費税等の会計処理 

消費税等は税抜方式によっております。 

 

当期純利益金額 85,479,264円 

 


